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規 則

�愛媛県規則第１１号
職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の旅費支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の旅費支給等に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（目的）

第１条 この規則は、職員の旅費に関する条例（昭和２８年愛媛県条

例第６号。以下「条例」という。）第２条第１項第８号、第３条

第５項及び第６項、第４条第６項、第１４条第８項並びに第４１条

の規定に基づき、公務のため旅行する職員に対す

る旅費に関し、実施のための手続その他執行について、必要な事

項を定めることを目的とする。

第１１条及び第１２条 削除

（外国旅行指定都市の範囲）

第１５条 条例別表第２の１備考１に規定する指定都市は、シンガポ

ール、ロサンゼルス、ニューヨーク、サンフランシスコ

、ワシントン、ジュネーブ、ロンドン、モスクワ、パリ、ア

ブダビ、ジッダ、クウェート、リヤド 及びアビジャンの地

域とする。

（外国旅行に係る地域の定義）

第１６条 条例別表第２の１備考１に規定する次の各号に掲げる地域

（目的）

第１条 この規則は、職員の旅費に関する条例（昭和２８年愛媛県条

例第６号。以下「条例」という。）第２条第１項第８号、第３条

第５項及び第６項、第４条第６項、第１４条第８項並びに第４１条並

びに附則第４項の規定に基づき、公務のため旅行する職員に対す

る旅費に関し、実施のための手続その他執行について、必要な事

項を定めることを目的とする。

第１１条 条例附則第４項の規定に該当して赴任した場合に支給する

旅費額は、行程において在勤庁に最も近接する公署（へき地所在

公署に指定されている公署を除く。以下この条において同じ。）

から在勤庁までの行程（住所又は居所から在勤庁までの行程が行

程において最も近接する公署から在勤庁までの行程に満たないと

きは、住所又は居所から在勤庁までの行程）に応じた条例別表第

１の移転料定額（扶養親族を随伴しない場合には、その２分の１

に相当する額）に、同表の日当定額の１日分及び赴任に伴い住所

又は居所を移転した地の存する地域の区分に応じた宿泊料定額の

１夜分に相当する額を加えた額とする。ただし、当該移転料の額

を計算する場合において、その額に円位未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てるものとする。

第１２条 削除

（外国旅行指定都市の範囲）

第１５条 条例別表第２の１備考１に規定する指定都市は、シンガポ

ール、ロス・アンジェルス、ニュー・ヨーク、サン・フランシス

コ、ワシントン、ジュネーヴ、ロンドン、モスクワ、パリ、ア

ブ・ダビー、ジェッダ、クウェイト、リアド及びアビジャンの地

域とする。

（外国旅行に係る地域の定義）

第１６条 条例別表第２の１備考１に規定する次の各号に掲げる地域
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として知事が定める地域は、当該各号に定める地域とする。

� 省略

� 欧州地域 ヨーロッパ大陸（アゼルバイジャン、アルメニ

ア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、

ジョージア、タジキスタン、トルクメニスタン、ベラルーシ、

モルドバ 及びロシアを含み、トルコを除く。）、アイスラン

ド、アイルランド、英国 、マルタ及びキプロス 並びに

それらの周辺の島しよ（アゾレス諸島、マディラ諸島及びカナ

リア諸島を含む。）

� 中近東地域 アラビア半島、アフガニスタン、イスラエル、

イラク、イラン、クウェート、ヨルダン 、シリア、トルコ及

びレバノン並びにそれらの周辺の島しよ

� アジア地域（本邦を除く。） アジア大陸（アゼルバイジャ

ン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタ

ン、キルギス、ジョージア、タジキスタン、トルクメニスタ

ン、ベラルーシ、モルドバ 、ロシア及び前号に定める地域を

除く。）、インドネシア、東ティモール、フィリピン及びボル

ネオ並びにそれらの周辺の島しよ

� 省略

� 大洋州地域 オーストラリア大陸及びニュージーランド 並

びにそれらの周辺の島しよ並びにポリネシア海域、ミクロネシ

ア海域及びメラネシア海域にある島しよ（ハワイ諸島及びグア

ムを除く。）

� アフリカ地域 アフリカ大陸、マダガスカル、マスカレーニ

ュ諸島及びセーシェル諸島並びにそれらの周辺の島しよ（アゾ

レス諸島、マディラ諸島及びカナリア諸島を除く。）

� 省略

（外国旅行甲地方の範囲）

第１７条 条例別表第２の１備考１に規定する甲地方は、前条第１号

から第３号までに定める地域のうち第１５条の地域以外の地域で、

アゼルバイジャン、アルバニア、アルメニア、ウクライナ、ウズ

ベキスタン、エストニア、カザフスタン、キルギス、ジョージ

ア、クロアチア、コソボ、スロバキア、スロベニア、セルビア、

タジキスタン、チェコ 、トルクメニスタン、ハンガリー、ブル

ガリア、ベラルーシ、ポーランド、ボスニア・ヘルツェゴビナ、

北マケドニア共和国、モルドバ、モンテネグロ、ラトビア

、リトアニア、ルーマニア及びロシア

を除いた地域とする。

（外国旅行丙地方の範囲）

第１８条 条例別表第２の１備考１に規定する丙地方は、第１６条第４

号、第５号、第７号及び第８号に定める地域のうち第１５条の地域

以外の地域で、インドシナ半島（シンガポール、タイ、ミャンマ

ー及びマレーシアを含む。）、インドネシア、大韓民国、東ティ

モール、フィリピン、ボルネオ及び香港並びにそれらの周辺の島

しよを除いた地域とする。

別表第３（第９条関係）

第１ 第９条第１項第１号に規定する旅費請求書に添付すべき書

類

１～６ 省略

７ 条例第２７条第４号

に規定する移

転料

８～１３ 省略

省略

として知事が定める地域は、当該各号に定める地域とする。

� 省略

� 欧州地域 ヨーロッパ大陸（アゼルバイジャン、アルメニ

ア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、キルギス、

グルジア 、タジキスタン、トルクメニスタン、ベラルーシ、

モルドヴァ及びロシアを含み、トルコを除く。）、アイスラン

ド、アイルランド、大ブリテン、マルタ及びサイプラス並びに

それらの周辺の島しよ（アゾレス諸島、マディラ諸島及びカナ

リア諸島を含む。）

� 中近東地域 アラビア半島、アフガニスタン、イスラエル、

イラク、イラン、クウェイト、ジョルダン、シリア、トルコ及

びレバノン並びにそれらの周辺の島しよ

� アジア地域（本邦を除く。） アジア大陸（アゼルバイジャ

ン、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタン、カザフスタ

ン、キルギス、グルジア 、タジキスタン、トルクメニスタ

ン、ベラルーシ、モルドヴァ、ロシア及び前号に定める地域を

除く。）、インドネシア 、フィリピン及びボル

ネオ並びにそれらの周辺の島しよ

� 省略

� 大洋州地域 オーストラリア大陸及びニュー・ジーランド並

びにそれらの周辺の島しよ並びにポリネシア海域、ミクロネシ

ア海域及びメラネシア海域にある島しよ（ハワイ諸島及びグア

ムを除く。）

� アフリカ地域 アフリカ大陸、マダガスカル、マスカレーニ

ュ諸島及びセイシェル諸島並びにそれらの周辺の島しよ（アゾ

レス諸島、マディラ諸島及びカナリア諸島を除く。）

� 省略

（外国旅行甲地方の範囲）

第１７条 条例別表第２の１備考１に規定する甲地方は、前条第１号

から第３号までに定める地域のうち第１５条の地域以外の地域で、

アゼルバイジャン、アルバニア、アルメニア、ウクライナ、ウズ

ベキスタン、エストニア、カザフスタン、キルギス、グルジア

、クロアチア、スロヴァキア、スロヴェニア 、

タジキスタン、チェッコ、トルクメニスタン、ハンガリー、ブル

ガリア、ベラルーシ、ポーランド、ボスニア・ヘルツェゴヴィ

ナ、マケドニア旧ユーゴースラヴィア共和国、モルドヴァ、ユー

ゴスラヴィア、ラトヴィア、リトアニア、ルーマニア及びロシア

を除いた地域とする。

（外国旅行丙地方の範囲）

第１８条 条例別表第２の１備考１に規定する丙地方は、第１６条第４

号、第５号、第７号及び第８号に定める地域のうち第１５条の地域

以外の地域で、インドシナ半島（シンガポール、タイ、ミャンマ

ー及びマレイシアを含む。）、インドネシア、大韓民国

、フィリピン、ボルネオ及び香港並びにそれらの周辺の島

しよを除いた地域とする。

別表第３（第９条関係）

第１ 第９条第１項第１号に規定する旅費請求書に添付すべき書

類

１～６ 省略

７ 条例第２７条第１項

第４号に規定する移

転料

８～１３ 省略

省略
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附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１２号
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則の一部を改正する規則

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第５６号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

第２ 第９条第１項第２

号ウに規定する旅費請

求書に添付すべき書類

省略

１４ 条例附則第４項に

規定する旅費

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

第２ 第９条第１項第３

号 に規定する旅費請

求書に添付すべき書類

行程において在勤庁に最も近接

す る 公 署（へ き 地 指 定 公 署 を 除

く。）であることの証明書

省略

改 正 後 改 正 前

第２条 省略

第３条 省略

第４条 省略

第５条 省略

（認定こども園変更届出書）

第６条 法第２９条第１項又は省令第１５条第２項の規定による届出

は、認定こども園変更届出書（様式第６号）により行うものとす

る。

（軽微な変更）

第７条 省令第２８条第１号の知事が定める数は、幼稚園型認定こど

も園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律第３条第２項及び第４項の規定に基づき内閣総理

大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定める施設の設備及び運

営に関する基準（平成２６年７月内閣府・文部科学省・厚生労働省

告示第２号）第１の１に規定する幼稚園型認定こども園（同告示

第１の１の１又は２のロに該当するものに限る。）をいう。）及

び地方裁量型認定こども園（同告示第１の３に規定する地方裁量

型認定こども園をいう。）にあっては、１０又は法第４条第１項第

３号の保育を必要とする子どもに係る利用定員に同項第４号の保

育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員を加算して得

た数に１００分の１０を乗じて得た数のうちいずれか小さい数とす

る。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例によ

る。

第３条 省略

第４条 削除

第５条 省略

第６条 省略

第７条 省略

（身分証明書）

第８条 法第１９条第２項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式

第６号）によるものとする。

（認定こども園変更届出書）

第９条 法第２９条第１項又は省令第１５条第２項の規定による届出

は、認定こども園変更届出書（様式第７号）により行うものとす

る。

（軽微な変更）

第１０条 省令第２８条第１号の知事が定める数は、幼稚園型認定こど

も園（条例第２条第１号ア又はイ�

に該当するものに限る。） 及

び地方裁量型認定こども園

にあっては、１０又は法第４条第１項第

３号の保育を必要とする子どもに係る利用定員に同項第４号の保

育を必要とする子ども以外の子どもに係る利用定員を加算して得

た数に１００分の１０を乗じて得た数のうちいずれか小さい数とす

る。
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（運営の状況の報告）

第８条 省令第２９条の報告書は、認定こども園運営状況報告書（様

式第７号）によるものとする。

２～４ 省略

（幼保連携型認定こども園以外の認定こども園認定辞退届出書

等）

第９条 条例第４条第１項の規定による届出は、幼保連携型認定こ

ども園以外の認定こども園認定辞退（休止）届出書（様式第８

号）により行うものとする。

第１０条 省略

第１１条 省略

（運営の状況の報告）

第１１条 省令第２９条の報告書は、認定こども園運営状況報告書（様

式第８号）によるものとする。

２～４ 省略

（幼保連携型認定こども園以外の認定こども園認定辞退届出書

等）

第１２条 条例第４条第１項の規定による届出は、幼保連携型認定こ

ども園以外の認定こども園認定辞退（休止）届出書（様式第９

号）により行うものとする。

（教育及び保育の内容の基準）

第１３条 条例別表４�の規則で定める基準は、別表のとおりとす

る。

（保育者の資質向上等）

第１４条 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園は、次に掲げ

るところにより、子どもの教育及び保育に従事する者の資質向上

等を図らなければならない。

� 子どもの教育及び保育に従事する者は、自ら資質の向上に努
かん

めるとともに、子育て支援に必要な能力を涵養し、その専門性

を向上させること。

� 教育及び保育の質の確保及び向上を図るための日々の指導計

画の作成、教材準備、研修等に要する時間を確保するため、午

睡の時間又は休業日の活用、非常勤職員の配置等、様々な工夫

を行うこと。

� 幼稚園の教員の免許状を有する者と保育士の資格を有する者

との相互理解を図ること。

� 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の長及び職員に

対する当該認定こども園の内外での適切な研修計画を作成し、

実施するとともに、その研修の機会を確保できるよう、勤務体

制の組立て等に配慮すること。

� 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の長は、当該認

定こども園を一つの園として多様な機能を一体的に発揮させる

能力並びに地域の人材及び資源を活用する調整能力を向上させ

ること。

第１５条 省略

第１６条 省略

別表（第１３条関係）

教育及び保育の内容の基準

１ 教育及び保育の基本及び目標

� 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園（以下「認定

こども園」という。）における教育及び保育は、０歳から小

学校就学前までの全ての子どもを対象とし、一人一人の子ど

もの発達の過程に即した援助の一貫性及び生活の連続性を重

視しつつ、満３歳以上の子どもに対する学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）第２３条各号に掲げる目標の達成に向けた教育

の提供と、家庭において養育されることが困難な子どもに対

する保育の提供という二つの機能が一体として展開されなけ

ればならない。

� 認定こども園は、幼稚園教育要領及び保育所保育指針の目

標が達成されるように教育及び保育を提供しなければならな

い。

� 認定こども園は、�の教育及び保育の目標を達成するた

め、子どもの発達の状況等に応じ、より具体化した教育及び

保育のねらい及び内容を定め、子どもの主体的な活動を促
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し、乳幼児期にふさわしい生活が展開されるように環境を構

成し、子どもが発達に必要な体験を得られるようにしなけれ

ばならない。

２ 認定こども園として配慮すべき事項

認定こども園において教育及び保育を行うに当たっては、次

に掲げる事項について特に配慮しなければならない。

� 認定こども園の利用を始めた年齢により集団生活の経験年

数が異なる子どもがいることに配慮する等、０歳から小学校

就学前までの一貫した教育及び保育を子どもの発達の連続性

を考慮して展開すること。

� 子どもの１日の生活の連続性及びリズムの多様性に配慮す

るとともに、保護者の生活形態を反映した子どもの利用時間

及び登園日数の違いを踏まえ、一人一人の子どもの状況に応

じ、教育及び保育の内容やその展開について工夫をするこ

と。

� 満３歳以上の子どもであって、幼稚園と同様に１日に４時

間程度利用するもの（以下「教育時間相当利用児」とい

う。）及び教育及び保育時間相当利用児に共通の４時間程度

の利用時間（以下「共通利用時間」という。）において、幼

児期の特性を踏まえ、環境を通して行う教育活動の充実を図

ること。

� 保護者及び地域の子育てを自ら実践する能力を高める観点

に立って子育て支援事業を実施すること。

３ 教育及び保育の計画並びに指導計画

� 認定こども園における教育及び保育については、２に掲げ

る認定こども園として配慮すべき事項を踏まえつつ、園とし

て目指すべき目標及び理念並びに運営の方針を明確にしなけ

ればならない。

� 認定こども園においては、教育及び保育を一体的に提供す

るため、次に掲げる点に留意して、幼稚園における教育課程

及び保育所における保育計画の双方の性格を併せ持つ教育及

び保育の内容に関する全体的な計画を作成するとともに、

年、学期、月、週及び日々の指導計画（以下「指導計画」と

いう。）を作成し、教育及び保育を適切に展開しなければな

らない。

ア 教育時間相当利用児及び教育及び保育時間相当利用児が

いることを踏まえ、指導計画の作成に当たり、子どもの１

日の生活時間に配慮し、活動と休息、緊張感と解放感等の

調和を図ること。

イ 共通利用時間における１�の教育及び保育のねらい及び

内容については、幼稚園教育要領及び保育所保育指針に基

づき実施し、指導計画に定めた具体的なねらいを達成する

こと。

ウ 家庭及び地域において異年齢の子どもとかかわる機会が

減少していることを踏まえ、満３歳以上の子どもについて

は、学級による集団活動とともに、満３歳未満の子どもを

含む異年齢の子どもによる活動を、発達の状況にも配慮し

つつ適切に組み合わせて設定する等の工夫をすること。

エ 受験等を目的とした単なる知識又は特別な技能の早期獲

得のみを目指す早期教育となることのないように配慮する

こと。

４ 園舎、保育室、屋外遊戯場、遊具、教材等の環境の構成

認定こども園における園舎、保育室、屋外遊戯場、遊具、教
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材等の環境の構成に当たっては、次に掲げる点に留意しなけれ

ばならない。

� ０歳から小学校就学前までの様々な年齢の子どもの発達の

特性を踏まえ、満３歳未満の子どもについては特に健康、安

全及び発達の確保を十分に図るとともに、満３歳以上の子ど

もについては同一学年の子どもで編制される学級による集団

活動の中で遊びを中心とする子どもの主体的な活動を通して

発達を促す経験が得られるよう工夫をすること。

� 利用時間が異なる多様な子どもがいることを踏まえ、地

域、家庭及び認定こども園における生活の連続性を確保する

ため、子どもの生活が安定するよう１日の生活のリズムを整

えるよう工夫をすること。この場合において、満３歳未満の

子どもについては睡眠時間等の個人差に配慮するとともに、

満３歳以上の子どもについては集中して遊ぶ場と家庭的な雰

囲気の中でくつろぐ場との適切な調和等の工夫をすること。

� 共通利用時間については、子ども一人一人の行動の理解及

び予測に基づき計画的に環境を構成するとともに、集団との

かかわりの中で、自己を発揮し、子ども同士の学び合いが深

まり広がるように子どもの教育及び保育に従事する者のかか

わりを工夫すること。

� 子どもの教育及び保育に従事する者が子どもにとって重要

な環境となっていることを念頭に置き、子どもとその教育及

び保育に従事する者の信頼関係を十分に築き、子どもととも

により良い教育及び保育の環境を創造すること。

５ 日々の教育及び保育の指導

認定こども園における日々の教育及び保育の指導に際して

は、次に掲げる点に留意しなければならない。

� ０歳から小学校就学前までの子どもの発達の連続性を十分

理解した上で、生活及び遊びを通して総合的な指導を行うこ

と。

� 子どもの発達の個人差、施設の利用を始めた年齢の違いな

どによる集団生活の経験年数の差、家庭環境等を踏まえ、一

人一人の子どもの発達の特性及び課題に十分留意すること。

この場合において、満３歳未満の子どもについては、大人へ

の依存度が極めて高い等の特性があることから、個別的な対

応を図るとともに、子どもの集団生活への円滑な接続につい

て、家庭との連携及び協力を図ること。

� １日の生活のリズム又は利用時間が異なる子どもが共に過

ごすことを踏まえ、子どもに不安又は動揺を与えないように

する等の配慮を行うこと。

� 共通利用時間においては、同年代の子どもとの集団生活の

中で遊びを中心とする子どもの主体的な活動を通して発達を

促す経験が得られるように、環境の構成、子どもの教育及び

保育に従事する者の指導等の工夫をすること。

� 乳幼児期の食事は、子どもの健やかな発育及び発達に欠か

せない重要なものであることを考慮し、望ましい食習慣の定

着を促すとともに、子ども一人一人の状態に応じた摂取法及

び摂取量のほか、食物アレルギー等への適切な対応に配慮す

ること。この場合において、楽しく食べる経験、食に関する

様々な体験活動等を通じて、食事をすることへの興味及び関

心を高め、健全な食生活を実践する力の基礎を培う食育の取

組を行うとともに、利用時間の相違により食事を摂る子ども

と摂らない子どもがいることにも配慮すること。
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様式第１号（第２条関係） 幼保連携型認定こども園以外の認定こ

ども園認定申請書

� 午睡は生活のリズムを構成する重要な要素であり、安心し

て眠ることのできる環境を確保するとともに、利用時間が異

なること及び睡眠時間は子どもの発達の状況及び個人によっ

て差があることから、一律とならないよう配慮すること。

� 健康状態、発達の状況、家庭環境等から特別に配慮を要す

る子どもについて、一人一人の状況を的確に把握し、専門機

関との連携を含め、適切な環境の下で健やかな発達が図られ

るようにすること。

� 家庭との連携においては、子どもの心身の健全な発達を図

るために、日々の子どもの状況を的確に把握するとともに、

家庭と認定こども園とで日常の子どもの様子を適切に伝え合

い、十分な説明に努める等、日常的な連携を図ること。この

場合において、職員間の連絡及び協力体制を築き、家庭から

の信頼を得られるようにすること。

� 教育活動及び保育活動に対する保護者の積極的な参加を促

すこと。この場合において、保護者の生活様式が異なること

を踏まえ、すべての保護者の相互理解が深まるように配慮す

ること。

６ 小学校教育との連携

認定こども園は、次に掲げる点に留意して、小学校教育との

連携を図らなければならない。

� 子どもの発達及び学びの連続性を確保する観点から、小学

校教育への円滑な接続に向けた教育及び保育の内容の工夫を

図り、連携を通じた質の向上を図ること。

� 地域の小学校等との交流活動、合同の研修の実施等を通

じ、認定こども園の子どもと小学校等の児童及び認定こども

園と小学校等の職員同士の交流を積極的に進めること。

� すべての子どもについて指導要録（学校教育法施行令（昭

和２８年政令第３４０号）第３１条に規定する児童等の学習及び健

康の状況を記録した書類の原本をいう。）の抄本、写し等の

子どもの育ちを支えるための資料を小学校等へ送付すること

により、教育委員会、小学校等との積極的な情報の共有と相

互理解を深めること。

様式第１号（第３条関係） 幼保連携型認定こども園以外の認定こ

ども園認定申請書

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第３号（第３条関係） 幼保連携型認定こども園設置届出書

（認可申請書）

注１ 省略

２ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

様式第３号（第５条関係） 幼保連携型認定こども園設置届出書

（認可申請書）

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略 省略
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注１・２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

様式第４号（第４条関係） 幼保連携型認定こども園廃止（休止）

届出書（認可申請書）

注１・２ 省略

３ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

様式第４号（第６条関係） 幼保連携型認定こども園廃止（休止）

届出書（認可申請書）

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略 省略

注１・２ 省略

３ 省略

様式第５号（第５条関係） 幼保連携型認定こども園設置者変更届

出書（認可申請書）

注１・２ 省略

３ 設置者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

４ 省略

様式第５号（第７条関係） 幼保連携型認定こども園設置者変更届

出書（認可申請書）

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略 省略

注１・２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

注１・２ 省略

３ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

様式第６号（第８条関係） 身分証明書

（表）

身 分 証 明 書

写 真

第 号

所 属

職 名

氏 名

年 月 日生

上記の者は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１９条

第１項の規定による立入検査を行う職員であることを証明す

る。

年 月 日発行

年 月 日まで有効

愛媛県知事 �

（裏）
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附 則

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（抜粋）

（報告の徴収等）

第１９条 都道府県知事（指定都市等所在施設である幼保連携

型認定こども園（都道府県が設置するものを除く。）につ

いては、当該指定都市等の長。第２８条から第３０条まで並び

に第３４条第３項及び第９項を除き、以下同じ。）は、この

法律を施行するため必要があると認めるときは、幼保連携

型認定こども園の設置者若しくは園長に対して、必要と認

める事項の報告を求め、又は当該職員に関係者に対して質

問させ、若しくはその施設に立ち入り、設備、帳簿書類そ

の他の物件を検査させることができる。

２ 前項の規定による立入検査を行う場合においては、当該

職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求が

あるときは、これを提示しなければならない。

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のため

に認められたものと解釈してはならない。

様式第６号（第６条関係） 認定こども園変更届出書 様式第７号（第９条関係） 認定こども園変更届出書

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第７号（第８条関係） 認定こども園運営状況報告書

注１ 省略

２ 設置者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第８号（第１１条関係） 認定こども園運営状況報告書

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、 �

名称及び代表者の氏名）

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第８号（第９条関係） 幼保連携型認定こども園以外の認定こ

ども園辞退（休止）届出書

注１ 省略

２ 設置者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

様式第９号（第１２条関係） 幼保連携型認定こども園以外の認定こ

ども園辞退（休止）届出書

省略

氏名（法人にあっては、

主たる事務所の所在地）

省略

氏名（法人にあっては、 �

主たる事務所の所在地）

省略 省略

注１・２ 省略

３ 省略

注１・２ 省略

３ 設置者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

４ 省略
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２ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県規則第１３号
愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を廃止する規則を次のように定める。

令和５年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を廃止する規則

愛媛県幼保連携型認定こども園の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成２７年愛媛県規則第９号）は、廃止する。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１４号
愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２４日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第５６号）様式第１号、

様式第３号から様式第５号まで及び様式第７号から様式第９号ま

で

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１～１１ 省略 １～１１ 省略

１２ 削除 １２ 特例条例

別表４１の項

第１１号に規

定する宅地

造成等規制

法（昭和３６

年 法 律 第

１９１号）の

施行のため

の規則に基

づく事務で

愛媛県宅地造成等規制法施行細則（昭和４４

年愛媛県規則第１９号。以下この項において

「規則」という。）に基づく事務のうち、次

に掲げるもの

� 規則第３条の規定に基づく地位の承継の

届出の受理に関する事務

	 規則第４条の規定に基づく工事の着手の

届出の受理に関する事務


 規則第５条（規則第１４条において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく工事の中

止、廃止又は再開の届出の受理に関する事
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１１

附 則

この規則は、令和５年５月２６日から施行する。

あって規則

で定めるも

の

務

� 規則第１５条の規定に基づく軽微な変更の

届出の受理に関する事務

� 規則第１３条の規定に基づく工事の完了の

届出の受理に関する事務

１３ 削除 １３ 特例条例

別表４２の項

第６号に規

定する宅地

造成等規制

法の施行の

ための規則

に基づく事

務であって

規則で定め

るもの

愛媛県宅地造成等規制法施行細則（以下こ

の項において「規則」という。）に基づく事

務のうち、次に掲げるもの

� 規則第３条の規定に基づく地位の承継の

届出の受付及び当該届出に係る届出書の知

事への送付に関する事務

� 規則第４条の規定に基づく工事の着手の

届出の受付及び当該届出に係る届出書の知

事への送付に関する事務

� 規則第５条（規則第１４条において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく工事の中

止、廃止又は再開の届出の受付及び当該届

出に係る届出書の知事への送付に関する事

務

� 規則第１５条の規定に基づく軽微な変更の

届出の受付及び当該届出に係る届出書の知

事への送付に関する事務

� 規則第１３条の規定に基づく工事の完了の

届出の受付及び当該届出に係る届出書の知

事への送付に関する事務

１４～２０ 省略 １４～２０ 省略

令和５年３月２４日 発行


